
資料２

　　　　・平成３１年度事務事業の事後評価の結果、改善が必要とされたもの３４件のうち、縮小、休止、廃止による事業費の

　　　　　削減額は、次のとおりです。

件数 備考

5 52,091 千円 37,429 千円

ʷ ʷ 千円 ʷ 千円

ʷ ʷ 千円 ʷ 千円

5 52,091 千円 37,429 千円

総事業費の削減額 人件費以外の削減額

担当部課による平成３１年度事務事業の事後評価による事業費の削減額

事後評価結果
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1

福島第一原発
事故に伴う放
射能汚染問題
への対応

環境経済部
手賀沼課

縮小
令和２年度から、農作物・給
食食材の検査体制を見直し、
効率的に実施していく。

2年度 8,172 7,040 1,132 8,221 7,040 1,181 7,880 6,960 920 341 261

2 路上喫煙防止
対策事業

環境経済部
クリーンセン

ター
縮小

令和２年度から、専従する職
員を削減して実施していく。

2年度 19,863 19,163 700 23,897 13,872 10,025 4,585 4,350 235 19,312 9,790

3 敬老祝金の贈
呈

健康福祉部
高齢者支援課

縮小

令和２年度から、現行の対象
年齢である８０歳、８８歳、
１００歳のうち、厚生労働省
統計による平均寿命を下回る
８０歳を対象外とする。

2年度 24,332 2,683 21,649 24,392 2,683 21,709 11,605 1,305 10,300 12,787 11,409

4
地域活動支援
センター創作
的活動等事業

健康福祉部
障害者福祉セン

ター
縮小

６５歳以上の障害者は、令和
２年度は民間の介護保険施設
への移行期間とし、令和３年
度をもって参加を終了とす
る。

2年度 5,924 5,311 613 7,392 4,211 3,181 4,447 1,914 2,533 2,945 648

5
特定疾病療養
者見舞金支給
事業

健康福祉部
健康づくり支援

課
縮小

令和２年度から支給要件に所
得制限を設ける。

2年度 29,835 1,920 27,915 23,562 1,820 21,742 6,856 435 6,421 16,706 15,321
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